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　このたびの法「改正」で、「要支援」が介護保険からはずされた場合、また、地域の専門性のないサービスに移行した場合に、様々な不安の声が寄せられています。
　「要支援」の認定は、支援が必要という判定です。以下のような事例の場合は、「要支援」であっても介護保険の適用対象にすべきと考え、見解を求めるものです。総じていえば、入浴介助とデイサービスを介護保険の適用対象として残すよう要望します。

下記の事例に共通するのは、訪問介護があれば在宅で一人暮らしができるが、それが打ち切られると自立できなくなるということ、とくに「入浴介助」は、家族の負担が多く、入浴させることがだんだん困難となり、自然と回数が減り、入浴させないことになって行きます。清潔を維持できなくなっていきます。

デイサービスについては、家に引きこもり状態でいた方がディサービスを使えるということで、外出の機会を与えられ交流の楽しみを覚え、少しずつ外に出ようという意欲が生まれてきたにも関わらず、介護保険からはずれると、以前の生活に戻り、意欲低下が続くことになります。家族の介護負担も重くなり、また引きこもる事につながっていきます。
事例１、「要支援2」、女性、年齢64歳　障害2級　独居。

　　　　両肢、股関節、膝人口関節
　　　　歩行器使用、両杖使用で移動。立位は短時間しかできない。座位は浅く腰掛ける。

　　　　自宅玄関は階段6段あり、昇降が不安定。

　　　　サービスは生活援助---ゴミだし、生ゴミ希望。調理、居室とトイレの掃除

　　　　　　　　　身体援助---入浴。病院へリハビリのための外出準備。

　　　　現在は、介護保険を使いながら不足分は障害者サービスを利用していますが、今後リハビリの経過次第では、身体レベルが良くなり、介護度は「要支援2」のままになりそうだということ。しかし、ボランティア等地域の資源を活用した場合、入浴介助が普通にできないだろうとヘルパーの方は心配しています。ボランティアに技術面での困難さがあれば、力量不足で対応しきれないのではないかと心配しています。
事例２、「要支援2」、女性、年齢92歳　独居　（息子が県内在住）。

　　　　直腸がん、腰椎圧迫骨折の既往歴、現在は、糖尿病、高血圧、不安恐怖症
　　　　サービスは生活援助---買い物、掃除、ゴミ分別、ゴミ出し。

　　　　現在は、週2回ヘルパーが必要な買い物をし、食事はすぐに食べられるものを購入しているとのこと。
　　　　不安恐怖症のため、訪問者が自宅に物を持ち込むことを極端に嫌い、訪問者が荷物を置き忘れていったのではないかと気になり夜も眠れなくなる。また、人の動作がとても気になり我慢できなくなる。息子とは複雑な事情があって関係が悪く、たまに訪ねてきたあとに体調を崩すこともある。親戚や近所づきあいもなく、人を自宅に受け入れない。
　　　　こういう状態のもとで、「要支援」が介護保険からはずされて今のヘルパーが行かなくなり、地域のサービスに切り替えられれば、よりいっそうの不安と混乱を招くことになる。高齢の一人暮らしの方には、「要支援」であっても、専門的な視点で心身ともに暮らしをささえていくことが大事ではないか。

事例３、「要支援」、軽度の認知症、女性、日中独居。

若い家族が勤めに出ているため、家族が訪問介護を希望。

サービスは生活援助---声かけ、昼食のセッティング、ポータブルトイレの後始末。

家族は、訪問介護を受け続けることで在宅での生活を維持することができると言っています。

事例４、「要支援」、女性
　　　　腰が曲がって歩行器で歩いている。そのため、風呂には一人で入れない、しかし息子は介助できないので、訪問介護で入浴。

　　　　同居する息子に生活能力がなく、訪問介護がないと不衛生な環境と栄養低下などによる健康悪化が心配される。
事例５、軽度の認知症で「要支援」の男性、80代。妻は施設に入所。
　　　　男性は買い物に行っているが、生活全般の確認が必要なため訪問介護サービスを受けている。

　　　　ゴミ捨ては、ゴミの中身を確認して、薬を飲んだかチェック。冷蔵庫の中身を確認して、腐ったもの・日切れ商品がないか確認。食事が取られているか確認。

　　　　軽度の認知症があっても一人暮らしを続けられるのは、訪問介護サービスがあるから。

事例６、「要支援」の女性（70代、身障2級）。知的障害のある息子（40代）と2人暮らし。
　　　　かがむことが不自由なため、平成21年から生活援助で、居室と台所の掃除を依頼。ところが今年になって市から「掃除は息子にしてもらいなさい」と打ち切られた。「同居家族がいるから」と言われても、息子には知的障害（3級）があり、十分な掃除はしてもらえないと嘆いている。市は息子に会うこともなく掃除ができると判断している。さらに市は、掃除をするシルバー人材センターと、自己負担で掃除を請け負う介護事業所を紹介した。これは、家族ができなければ自分でお金を出して掃除してもらいなさいということであり、地域包括ケアが行う自立支援のためのケアプランといえるでしょうか。家族がいるからと一律に生活援助を中止すべきではありません。
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